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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ゴムと、熱膨張性黒鉛とを含有する熱膨張性耐火材であって、
　前記ゴムがクロロプレンゴムを含み、
　さらに、スチレン－ブタジエンゴムを含有し、
　スチレン－ブタジエンゴムの含有量はクロロプレンゴム１００質量部に対して２５～５
００質量部であり、
　膨張圧力が３．０Ｎ／ｃｍ２以上である熱膨張性耐火材。
【請求項２】
　前記熱膨張性黒鉛の含有量が、クロロプレンゴム１００質量部に対して２０～５００質
量部である、請求項１に記載の熱膨張性耐火材。
【請求項３】
　さらに難燃剤を含有する、請求項１又は２に記載の熱膨張性耐火材。
【請求項４】
　さらに難燃剤及び熱膨張性黒鉛以外の無機充填材を含有する、請求項１～３のいずれか
に記載の熱膨張性耐火材。
【請求項５】
　基材と、前記基材の片面又は両面に積層された請求項１～４のいずれかに記載の熱膨張
性耐火材とを有する耐火多層シート。
【請求項６】
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　基材と、前記基材の一方の面に積層された請求項１～４のいずれかに記載の熱膨張性耐
火材と、前記基材の他方の面に積層された粘着剤層とを有する耐火多層シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱膨張性黒鉛を含有する熱膨張性耐火材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建築分野では、防火のために、建具、柱、壁材等の建築材料に耐火材が用いられる。耐
火材としては、樹脂に、難燃剤、無機充填剤などに加えて、熱膨張性黒鉛が配合された熱
膨張性耐火材等が用いられている（例えば、特許文献１参照）。このような熱膨張性耐火
材は、加熱により膨張して燃焼残渣が耐火断熱層を形成し、耐火断熱性能を発現する。
　熱膨張性黒鉛を含有する熱膨張性耐火材は、例えば、建築物の開口部に設けられるドア
、窓などの建具と、これらを包囲するドア枠、窓枠などの枠との隙間に設けられ、火災時
には該シートが厚み方向に膨張して、建具と枠材の隙間を閉塞し、延焼を防止することが
できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－１４１４６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところが、熱膨張性黒鉛を含む熱膨張性耐火材を用いた場合であっても、火災時におい
て、長期間経過すると、耐火材が剥がれ落ちるなどして、建具と枠との隙間を閉塞し難く
なる場合があることが分かった。
　そこで、本発明は、耐火材が剥がれ落ち難く、耐火性に優れる熱膨張性耐火材を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、本発明者は、熱可塑性樹脂及びゴムから選択
される少なくとも１種のマトリックス樹脂、及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって
、膨張圧力が一定以上である熱膨張性耐火材により、上記課題を解決できることを見出し
た。
　また、熱可塑性樹脂としてエチレン－酢酸ビニル共重合体、及び熱膨張性黒鉛を含有す
る耐火材であって、前記エチレン－酢酸ビニル共重合体が特定の構造を有する熱膨張性耐
火材によっても上記課題が解決できることを見出した。
　さらに、熱可塑性樹脂としてエチレン－酢酸ビニル共重合体、熱膨張性黒鉛、及び架橋
剤を含有する耐火材によっても、上記課題が解決できることを見出した。
　すなわち、本発明は、下記［１］～［１５］に関する。
［１］熱可塑性樹脂及びゴムから選択される少なくとも１種のマトリックス樹脂と、熱膨
張性黒鉛とを含有する耐火材であって、膨張圧力が３．０Ｎ／ｃｍ２以上である熱膨張性
耐火材。
［２］前記熱膨張性黒鉛の含有量が、マトリックス樹脂１００質量部に対して２０～５０
０質量部である、上記［１］に記載の熱膨張性耐火材。
［３］さらに難燃剤を含有する、上記［１］又は［２］に記載の熱膨張性耐火材。
［４］前記熱可塑性樹脂が、エチレン－酢酸ビニル共重合体又はポリ塩化ビニル系樹脂で
ある、上記［１］～［３］のいずれかに記載の熱膨張性耐火材。
［５］前記ゴムが、クロロプレンゴムを含む上記［１］～［４］のいずれかに記載の熱膨
張性耐火材。
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［６］前記エチレン－酢酸ビニル共重合体が、１９０℃におけるメルトフローレート（Ｍ
ＦＲ）が、８．０ｇ／１０ｍｉｎ以下である低ＭＦＲ成分を含有する、上記［４］に記載
の熱膨張性耐火材。
［７］前記エチレン－酢酸ビニル共重合体が、酢酸ビニル含量が２０質量％以上である、
高Ｖａｃ成分を含有する、上記［４］又は［６］に記載の熱膨張性耐火材。
［８］さらに架橋剤を含有する、上記［１］～［７］のいずれかに記載の熱膨張性耐火材
。
［９］前記熱可塑性樹脂が、ポリ塩化ビニル系樹脂である上記［４］に記載の熱膨張性耐
火材。
［１０］さらに、可塑剤を含有する上記［９］に記載の熱膨張性耐火材。
［１１］前記可塑剤が、固形可塑剤を含有する、上記［１０］に記載の熱膨張性耐火材。
［１２］前記可塑剤が、液状可塑剤を含有し、固形可塑剤に対する液状可塑剤の質量割合
（液状可塑剤／固形可塑剤）が５／９５～６０／４０である、上記［１１］に記載の熱膨
張性耐火材。
［１３］エチレン－酢酸ビニル共重合体及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって、前
記エチレン－酢酸ビニル共重合体が、１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）が
、８．０ｇ／１０ｍｉｎ以下である低ＭＦＲ成分を含有する、熱膨張性耐火材。
［１４］エチレン－酢酸ビニル共重合体及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって、前
記エチレン－酢酸ビニル共重合体が、酢酸ビニル含量が２０質量％以上である、高Ｖａｃ
成分を含有する、熱膨張性耐火材。
［１５］エチレン－酢酸ビニル共重合体及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって、さ
らに架橋剤を含有する、熱膨張性耐火材。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、耐火材が剥がれ落ち難く、耐火性に優れる熱膨張性耐火材を提供する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】耐火多層シートの一実施形態を示す模式的な断面図である。
【図２】耐火多層シートの別の実施形態を示す模式的な断面図である。
【図３】耐火多層シートがパスを通過する一実施形態を模式的に示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
［熱膨張性耐火材］
　本発明の熱膨張性耐火材は、熱可塑性樹脂及びゴムから選択される少なくとも１種のマ
トリックス樹脂と、熱膨張性黒鉛とを含有する耐火材であって、膨張圧力が３．０Ｎ／ｃ
ｍ２以上である熱膨張性耐火材である。以下、本発明の熱膨張性耐火材のことを、単に耐
火材という場合もある。
【０００９】
（膨張圧力）
　本発明の耐火材は、膨張圧力が３．０Ｎ／ｃｍ２以上である。耐火材の膨張圧力が３．
０Ｎ／ｃｍ２未満であると、火災の際に、長期間炎に晒されると、建具の隙間を閉塞する
力が弱くなったり、耐火材が建具から剥がれ落ち易くなるなど、耐火性が悪くなる。
　耐火性をより良好にする観点から、熱膨張性耐火材の膨張圧力は、好ましくは５．０Ｎ
／ｃｍ２以上であり、より好ましくは７．０Ｎ／ｃｍ２以上であり、さらに好ましくは９
．０Ｎ／ｃｍ２以上である。熱膨張性耐火材の膨張圧力は、高ければ高い方がよいが、実
用的には２０Ｎ／ｃｍ２以下である。
　耐火材の膨張圧力は、後述する熱膨張性黒鉛の配合量、熱可塑性樹脂やゴムの種類、架
橋剤の使用の有無などにより調節することができる。
　本発明の熱膨張性耐火材の膨張圧力が高くなる理由は、定かではないが、熱膨張性黒鉛
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を用いつつ、熱可塑性樹脂やゴムのの種類の選択、架橋剤の使用の有無などを適切に調整
することによって、火災時に耐火材の一部が炭化して、耐火材の高温時の流動性が低下す
るためと推察される。
【００１０】
　本発明における膨張圧力とは、５００℃における膨張圧力であり、以下のように測定さ
れる。
（１）厚み１．８ｍｍ、幅２５ｍｍ、長さ２５ｍｍのシート状の耐火材を準備する。
（２）ホットプレートと、ホットプレートの表面から１．２ｃｍ離れた位置にフォースゲ
ージを設置する。
（３）ホットプレート表面を５００℃に加熱して、該ホットプレートの表面に上記シート
状の耐火材を置き、さらに耐火材の上にセラミック製の板（材質はケイ酸カルシウム、厚
さ２ｍｍ、幅３０ｍｍ、長さ３０ｍｍ）を配置する。
（４）上記耐火材をホットプレート上で、５００℃にて、２５０秒間加熱したときに、フ
ォースゲージで測定される最大の応力を、治具の面積で除した値を膨張圧力とする。
【００１１】
　本発明の耐火材の膨張倍率は、特に限定されないが、耐火性を良好とする観点から、好
ましくは１０～５００倍であり、より好ましくは５０～３００倍であり、更に好ましくは
１００～２５０倍である。
　膨張倍率は、厚み１．８ｍｍ、幅２５ｍｍ、長さ２５ｍｍのシート状の耐火材を、６０
０℃で３０分加熱し、加熱後の耐火材の厚さを加熱前の耐火材の厚さで除することにより
求めることができる。
【００１２】
（熱膨張性黒鉛）
　本発明の耐火材は、熱膨張性黒鉛を含有する。熱膨張性黒鉛は、加熱時に膨張する従来
公知の物質であり、天然鱗状グラファイト、熱分解グラファイト、キッシュグラファイト
等の原料粉末を、強酸化剤で酸処理してグラファイト層間化合物を生成させたものである
。強酸化剤としては、濃硫酸、硝酸、セレン酸等の無機酸、濃硝酸、過塩素酸、過塩素酸
塩、過マンガン酸塩、重クロム酸塩、過酸化水素等が挙げられる。熱膨張性黒鉛は炭素の
層状構造を維持したままの結晶化合物である。
　熱膨張性黒鉛は中和処理されてもよい。つまり、上記のように強酸化剤などで処理して
得られた熱膨張性黒鉛を、更にアンモニア、脂肪族低級アミン、アルカリ金属化合物、ア
ルカリ土類金属化合物等で中和してもよい。
【００１３】
　本発明の耐火材中の熱膨張性黒鉛の含有量は、マトリックス樹脂１００質量部に対して
、好ましくは２０～５００質量部であり、より好ましくは５０～３００質量部であり、さ
らに好ましくは１００～２５０質量部であり、さらに好ましくは１１０～２００質量部で
ある。熱膨張性黒鉛の含有量がこれら下限値以上であると、熱膨張性耐火材の膨張圧力を
高めやすくなる。熱膨張性黒鉛の含有量がこれら上限値以下であると、形状保持性、加工
性などが良好になる。
【００１４】
　本発明における熱膨張性黒鉛は、平均アスペクト比が好ましくは１５以上であり、より
好ましくは２０以上であり、そして通常は１０００以下である。熱膨張性黒鉛の平均アス
ペクト比がこれら下限値以上であると、耐火材の膨張圧力を高めやすくなる。
　熱膨張性黒鉛のアスペクト比は、１０個以上（例えば５０個）の熱膨張性黒鉛を対象に
して、最大寸法（長径）と最小寸法（短径）を測定し、これらの比（最大寸法／最小寸法
）の平均値として求める。
【００１５】
　熱膨張性黒鉛の平均粒径は、所望の膨張圧力とする観点から、好ましくは５０～５００
μｍであり、より好ましくは１００～４００μｍである。なお、熱膨張性黒鉛の平均粒径
は、１０個以上（例えば５０個）の熱膨張性黒鉛を対象にして、最大寸法の平均値として
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求める。
　上記した熱膨張性黒鉛の最小寸法及び最大寸法は、例えば、電界放出形走査電子顕微鏡
（ＦＥ－ＳＥＭ）を用いて測定することができる。
【００１６】
（マトリックス樹脂）
　本発明の耐火材は、熱可塑性樹脂及びゴムから選択される少なくとも１種のマトリック
ス樹脂を含有する。
【００１７】
（熱可塑性樹脂）
　本発明の耐火材に含まれる熱可塑性樹脂は、特に限定されないが、ポリオレフィン系樹
脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、フッ素系樹脂などが好ましい。
【００１８】
　上記ポリオレフィン系樹脂としては、例えば、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレン樹脂
、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－アクリル酸エステル共重合体などが挙げら
れる。これらのポリオレフィン系樹脂は、非塩素系樹脂であるため環境への負荷が少なく
、取り扱いも容易である。これらポリオレフィン系樹脂の中でも、耐火材の膨張圧力を高
くする観点から、エチレン－酢酸ビニル共重合体が好ましい。
【００１９】
　上記ポリ塩化ビニル系樹脂としては、ポリ塩化ビニル樹脂（ＰＶＣ）、ポリ塩素化塩化
ビニル樹脂（ＣＰＶＣ）などが挙げられる。
【００２０】
　上記フッ素系樹脂としては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン、テトラフルオロエ
チレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合樹脂、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリ
フッ化ビニリデン、ポリフッ化ビニル等が挙げられる。
【００２１】
（ゴム）
　ゴムとしては、例えば、天然ゴム、イソプレンゴム、ブチルゴム、ブタジエンゴム（Ｂ
Ｒ）、１，２－ポリブタジエンゴム、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、クロロプレ
ンゴム、ニトリルゴム（ＮＢＲ）、エチレン－プロピレンゴム、エチレン－プロピレン－
ジエンゴム（ＥＰＤＭ）、クロロスルホン化ポリエチレン、アクリルゴム、エピクロルヒ
ドリンゴム、多加硫ゴム、非加硫ゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、ウレタンゴムなど
が挙げられる。これらの中でも、耐火性を向上させる観点、耐火材の膨張圧力を高くする
観点から、クロロプレンゴムが好ましい。
【００２２】
　本発明における熱可塑性樹脂は、耐火材の膨張圧力を高くする観点から、上記した中で
も、エチレン－酢酸ビニル共重合体又はポリ塩化ビニル系樹脂であることが好ましい。ま
た、本発明におけるゴムは、耐火材の膨張圧力を高くする観点から、クロロプレンゴムを
含むことが好ましい。
　本発明の耐火材は、膨張圧力を高める観点から、熱可塑性樹脂やゴムの種類に応じて、
耐火材の組成を調整することが好ましい。
【００２３】
＜熱可塑性樹脂：エチレン－酢酸ビニル共重合体＞
　エチレン－酢酸ビニル共重合体は、非塩素系樹脂であるため、ダイオキシンなどが発生
し難く、かつ、可塑剤を含有させることなく、比較的低温で熱膨張性黒鉛などと共に混練
できるため、耐火材に含まれる熱可塑性樹脂として使用することが好ましい。
　耐火材が、熱可塑性樹脂としてエチレン－酢酸ビニル共重合体、及び熱膨張性黒鉛を含
む場合は、膨張圧力が高まりやすく、耐火性が向上する。特に、後述する特定の構造のエ
チレン－酢酸ビニル共重合体を用いることで、膨張圧力が効果的に向上し、優れた耐火性
を発揮する。
【００２４】
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　エチレン－酢酸ビニル共重合体は、耐火材の膨張圧力を高める観点及び成形性を良好に
する観点から、１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）が、８．０ｇ／１０ｍｉ
ｎ以下のエチレン－酢酸ビニル共重合体成分（以下、低ＭＦＲ成分ともいう）を含むこと
が好ましい。該低ＭＦＲ成分の１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）は、６．
０ｇ／１０ｍｉｎ以下であることがより好ましく、１．０ｇ／１０ｍｉｎ以下であること
が更に好ましい。低ＭＦＲ成分の１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）は、耐
火材の成形性の観点から、０．０５ｇ／１０ｍｉｎ以上であることが好ましく、０．１ｇ
／１０ｍｉｎ以上であることがより好ましく、０．３ｇ／１０ｍｉｎ以上であることがさ
らに好ましい。
　耐火材が、該低ＭＦＲ成分を含み、かつ後述する架橋剤も含む場合は、膨張圧力をより
高めることが可能となる。
　エチレン－酢酸ビニル共重合体は、本発明の効果を阻害しない範囲で、１９０℃におけ
るメルトフローレート（ＭＦＲ）が、８．０ｇ／１０ｍｉｎ超であるエチレン－酢酸ビニ
ル共重合体成分（高ＭＦＲ成分）を含んでもよい。耐火材の膨張圧力を高める観点から、
エチレン－酢酸ビニル共重合体全量基準で、低ＭＦＲ成分の含有量は、好ましくは５０質
量％以上であり、より好ましくは７０質量％以上であり、さらに好ましくは９０質量％以
上であり、さらに好ましくは１００質量％である。
　なお、エチレン－酢酸ビニル共重合体の１９０℃におけるメルトフローレートは、荷重
２．１６ｋｇにおける測定値であり、ＪＩＳ　Ｋ７２１０：１９９９に準拠して測定され
る。
【００２５】
　また、エチレン－酢酸ビニル共重合体を用いる場合は、耐火材の膨張圧力を高める観点
から、酢酸ビニル含有量が、２０質量％以上のエチレン－酢酸ビニル共重合体成分（以下
、高Ｖａｃ成分ともいう）を含むことが好ましい。高Ｖａｃ成分の酢酸ビニル含有量は、
より好ましくは２５質量％以上であり、さらに好ましくは３０質量％以上である。高Ｖａ
ｃ成分の酢酸ビニル含有量は、好ましくは５０質量％以下であり、より好ましくは４５質
量％以下である。
　耐火材が、該高Ｖａｃ成分を含み、かつ後述する架橋剤も含む場合は、膨張圧力をより
高めることが可能となる。
　エチレン－酢酸ビニル共重合体は、本発明の効果を阻害しない範囲で、酢酸ビニル含有
量が、２５質量％未満のエチレン－酢酸ビニル共重合体成分（低Ｖａｃ成分）を含んでも
よい。耐火材の膨張圧力を高める観点から、エチレン－酢酸ビニル共重合体全量基準で、
高Ｖａｃ成分の含有量は、好ましくは５０質量％以上であり、より好ましくは７０質量％
以上であり、さらに好ましくは９０質量％以上であり、さらに好ましくは１００質量％で
ある。
　なお、ＭＦＲと酢酸ビニル含有量は、エチレン－酢酸ビニル共重合体の構造を表す別々
のパラメーターであるため、低ＭＦＲ成分に該当し、かつ高Ｖａｃ成分にも該当する成分
（後述する低ＭＦＲ高Ｖａｃ成分）も存在する。耐火材に、低ＭＦＲ高Ｖａｃ成分が含ま
れている場合は、該耐火材には、当然ながら低ＭＦＲ成分、及び高Ｖａｃ成分の両方が含
まれていることとなる。
【００２６】
　エチレン－酢酸ビニル共重合体を用いる場合は、耐火材の膨張圧力をより高める観点か
ら、１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）が、８．０ｇ／１０ｍｉｎ以下であ
り、かつ酢酸ビニル含有量が、２０質量％以上のエチレン－酢酸ビニル共重合体成分（低
ＭＦＲ高Ｖａｃ成分）を含むことが好ましい。ここで、低ＭＦＲ高Ｖａｃ成分の好適なＭ
ＦＲ及び酢酸ビニル含有量は、上記低ＭＦＲ成分、高Ｖａｃ成分の説明において記載した
とおりである。
　耐火材が、該低ＭＦＲ高Ｖａｃ成分を含み、かつ後述する架橋剤も含む場合は、膨張圧
力を効果的に高めることが可能となる。
　エチレン－酢酸ビニル共重合体全量基準で、低ＭＦＲ高Ｖａｃ成分の含有量は、好まし
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くは５０質量％以上であり、より好ましくは７０質量％以上であり、さらに好ましくは９
０質量％以上であり、さらに好ましくは１００質量％である。
【００２７】
　熱可塑性樹脂として、エチレン－酢酸ビニル共重合体を用いる場合において、熱膨張性
黒鉛の含有量は、熱可塑性樹脂１００質量部に対して、好ましくは２０～５００質量部で
あり、より好ましくは５０～３００質量部であり、さらに好ましくは８０～１５０質量部
である。熱膨張性黒鉛の含有量がこれら下限値以上であると、熱膨張性耐火材の膨張圧力
を高めやすくなる。熱膨張性黒鉛の含有量がこれら上限値以下であると、形状保持性、加
工性などが良好になる。
【００２８】
（架橋剤）
　本発明の耐火材は、架橋剤を含んでもよく、特に熱可塑性樹脂として、エチレン－酢酸
ビニル共重合体を用いる場合は、架橋剤を併用することで、膨張圧力を高めることができ
、耐火性が向上する。耐火材が架橋剤を含む場合は、火災の際の熱により、エチレン－酢
酸ビニル共重合体の架橋が進行して、粘度が高くなり、それに伴い、膨張圧力が高まるも
のと考えられる。
　エチレン－酢酸ビニル共重合体と架橋剤を併用する場合は、公知のエチレン－酢酸ビニ
ル共重合体を特に制限なく使用できる。すなわち、架橋剤を用いる場合は、エチレン－酢
酸ビニル共重合体のＭＦＲ及び酢酸ビニル含量は、特に限定されない。ただし、耐火剤の
膨張圧力をより高める観点から、架橋剤を併用する場合であっても、エチレン－酢酸ビニ
ル共重合体は、低ＭＦＲ成分及び高Ｖａｃ成分の少なくともいずれかを含むことが好まし
く、低ＭＦＲ高Ｖａｃ成分を含むことがより好ましい。
【００２９】
　架橋剤としては、公知のものが制限なく使用でき、例えば、有機過酸化物、アゾ化合物
などを挙げることができる。
　有機過酸化物としては、例えば、２，５－ジメチルヘキサン、２，５－ジハイドロパー
オキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、３－ジ
－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ジクミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５
－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキシン、ジクミルパーオキサイド、α，α’　－ビス（
ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔ－ブチル
パーオキシ）ブタン、２，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、１，１－ビス（ｔ
－ブチルパーオキシ）シクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）３，３，
５－トリメチルシクロヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート；ベンゾイルパーオ
キサイド；ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキシルカーボネート等が挙げられる。
　アゾ化合物としては、例えば、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビス（２，４－ジメ
チルバレロニトリル）等が挙げられる。
【００３０】
　上記した架橋剤の中でも、耐火材を製造する際に、各成分を混練する温度（例えば７０
℃～１５０℃）で架橋反応が生じ難く、火災時の熱により、エチレン－酢酸ビニル共重合
体の架橋反応が生じやすいものが好ましい。このような観点から、架橋剤は、ジクミルパ
ーオキサイド、２,５－ジメチル－２,５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブ
チルパーオキシ２－エチルヘキシルモノカーボネート、などが好ましい。
【００３１】
　耐火材が架橋剤を含有する場合は、架橋剤の含有量は、熱可塑性樹脂１００質量部に対
して、好ましくは０．１～１０質量部であり、より好ましくは０．５～７質量部であり、
さらに好ましくは１～５質量部である。
【００３２】
＜熱可塑性樹脂：ポリ塩化ビニル系樹脂＞
　ポリ塩化ビニル系樹脂は、耐火材における含有炭素の割合を低くし、耐火性を高める観
点から、耐火材に含まれる熱可塑性樹脂として使用することが好ましい。
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【００３３】
　ポリ塩化ビニル系樹脂は、ポリ塩化ビニル樹脂（ＰＶＣ）であっても、ポリ塩素化塩化
ビニル樹脂（ＣＰＶＣ）であってもよいが、ポリ塩化ビニル樹脂を用いることが好ましい
。
　ポリ塩化ビニル樹脂は、塩化ビニル単独重合体であってもよいし、塩化ビニル系共重合
体でよい。塩化ビニル系共重合体は、塩化ビニル及び塩化ビニルと共重合可能な不飽和結
合を有する単量体の共重合体であって、塩化ビニル由来の構成単位を５０質量％以上含有
する。
　塩化ビニルと共重合可能な不飽和結合を有する単量体としては、例えば、酢酸ビニル、
プロピオン酸ビニル等のビニルエステル、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸メチル
、アクリル酸エチル等のアクリル酸エステル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル
等のメタクリル酸エステル、エチレン、プロピレン等のオレフィン、アクリロニトリル、
スチレン等の芳香族ビニル、塩化ビニリデン等が挙げられる。
　また、ポリ塩化ビニル系樹脂は、ポリ塩素化塩化ビニル樹脂でもよい。ポリ塩素化塩化
ビニル樹脂は、塩化ビニル単独重合体、塩化ビニル系共重合体などを塩素化したポリ塩素
化塩化ビニル樹脂である。
　ポリ塩化ビニル系樹脂は、上記したものの中から１種単独で使用してもよいし、２種以
上を併用してもよい。
【００３４】
　ポリ塩化ビニル系樹脂の平均重合度は特に限定されないが、好ましくは４００以上、よ
り好ましくは７００以上、さらに好ましくは１０００以上であり、そして、好ましくは３
０００以下、より好ましくは２０００以下である。ポリ塩化ビニル系樹脂の平均重合度が
これら下限値以上であると、耐火材の膨張圧力が高まりやすく、耐火性が向上する。ポリ
塩化ビニル系樹脂の平均重合度がこれら上限値以下であると、加工性が良好になりやすい
。なお、平均重合度は、ＪＩＳ　Ｋ６７２０－２に準拠して測定したものである。
【００３５】
　熱可塑性樹脂として、ポリ塩化ビニル系樹脂を用いる場合において、熱膨張性黒鉛の含
有量は、熱可塑性樹脂１００質量部に対して、好ましくは２０～５００質量部であり、よ
り好ましくは５０～４００質量部であり、さらに好ましくは１００～３５０質量部であり
、さらに好ましくは１５０～３００質量部である。熱膨張性黒鉛の含有量がこれら下限値
以上であると、熱膨張性耐火材の膨張圧力を高めやすくなる。熱膨張性黒鉛の含有量がこ
れら上限値以下であると、形状保持性、加工性などが良好になる。
【００３６】
≪可塑剤≫
　本発明の耐火材は、可塑剤を含有してもよい。特に、ポリ塩化ビニル系樹脂を使用する
場合は、可塑剤を用いることにより、成形性が良好になりやすい。可塑剤の含有量は、熱
可塑性樹脂１００質量部に対して、好ましくは２０～３００質量部であり、より好ましく
は５０～２００質量部である。
　ポリ塩化ビニル系樹脂を用いる場合は、可塑剤が固形可塑剤を含有することが好ましい
。固形可塑剤を含有することにより、耐火材の膨張圧力が高まりやすく、耐火性が向上す
る。ここで、固形可塑剤とは、２３℃において固体状の可塑剤を意味する。
　固形可塑剤としては、エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体、安息香酸エステル
、パラフィンワックス、などが挙げられ、中でも、耐火材の膨張圧力を高めやすい観点か
ら、エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体が好ましい。
【００３７】
　エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体は、エチレン成分、酢酸ビニル成分、及び
一酸化炭素成分を含む共重合体である。エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体は、
例えば、エチレンと酢酸ビニルと一酸化炭素とを、触媒の存在下、高温（例えば、１６０
～２３０℃）、高圧（例えば、２４，０００～２７，０００ｐｓｉ）下で高速撹拌して共
重合させることにより、製造することができる。上記触媒として例えば、ｔ－ブチルパー
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オキシイソブチレート、アゾジイソブチロニトリル等が挙げられる。
　エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体の市販品としては、例えば、デュポン社製
「エルバロイ７４１」、「エルバロイ７４２」等が挙げられる。
【００３８】
　上記エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体において、エチレン成分の含有量は、
４０～８０質量％が好ましく、より好ましくは５０～７０質量％である。酢酸ビニル成分
の含有量は、１０～５０質量％が好ましく、より好ましくは１０～４０質量％である。ま
た、一酸化炭素成分の含有量は、５～３０質量％が好ましく、より好ましくは５～２０質
量％である。尚、上記エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体には、必要に応じて、
（メタ）アクリル酸エステル等の他のモノマーを共重合させてもよい。
【００３９】
　固形可塑剤の含有量は、膨張圧力を高める観点及び耐火時間を長くする観点から、熱可
塑性樹脂１００質量部に対して、好ましくは２０～３００質量部であり、より好ましくは
５０～２００質量部であり、さらに好ましくは６０～１４０質量部である。
【００４０】
　可塑剤は、上記固形可塑剤のみであってもよいし、固形可塑剤と共に液状可塑剤を含ん
でもよい。固形可塑剤と液状可塑剤を併用することにより、耐火材の膨張圧力を高い値に
保ちつつ、成形性も良好になる。なお、液状可塑剤とは、２３℃において液状の可塑剤を
意味する。
【００４１】
　液状可塑剤の具体例としては、ジ－２－エチルヘキシルフタレート（ＤＯＰ）、ジ－ｎ
－オクチルフタレート、ジイソノニルフタレート（ＤＩＮＰ）、ジイソデシルフタレート
（ＤＩＤＰ）、ジウンデシルフタレート（ＤＵＰ）、又は炭素原子数１０～１３程度の高
級アルコール又は混合アルコールのフタル酸エステル等のフタル酸エステル系可塑剤、ジ
－２－エチルヘキシルアジペート（ＤＯＡ）、ジイソブチルアジペート（ＤＩＢＡ）、ジ
ブチルアジペート（ＤＢＡ）、ジ－ｎ－オクチルアジペート、ジ－ｎ－デシルアジペート
、ジイソデシルアジペート、ジ－２－エチルヘキシルアゼレート、ジブチルセバケート、
ジ－２－エチルヘキシルセバケート、アジピン酸ジブトキシエトキシエチル等の脂肪族エ
ステル系可塑剤、トリ－２－エチルヘキシルトリメリテート（ＴＯＴＭ）、トリ－ｎ－オ
クチルトリメリテート、トリデシルトリメリテート、トリイソデシルトリメリテート、ジ
－ｎ－オクチル－ｎ－デシルトリメリレート等のトリメリット酸エステル系可塑剤、鉱油
等のプロセスオイル等が挙げられる。
【００４２】
　可塑剤が、上記固形可塑剤と液状可塑剤とを含む場合は、固形可塑剤に対する液状可塑
剤の質量割合（液状可塑剤／固形可塑剤）は、好ましくは５／９５～６０／４０であり、
より好ましくは５／９５～４０／６０であり、さらに好ましくは２０／８０～４０／６０
である。このような範囲であると、耐火材の膨張圧力を高めつつ、成形性が良好になりや
すい。
【００４３】
　熱可塑性樹脂として、ポリ塩化ビニル系樹脂を用いる場合、耐火材を構成する、ポリ塩
化ビニル系樹脂及び可塑剤の混合物の３００℃における粘度は、好ましくは５００Ｐａ・
ｓ以上であり、より好ましくは８００Ｐａ・ｓ以上であり、さらに好ましくは１０００Ｐ
ａ・ｓ以上であり、そして通常は５００００Ｐａ・ｓ以下である。耐火材を構成する、ポ
リ塩化ビニル系樹脂及び可塑剤の混合物の３００℃における粘度が、上記下限値以下であ
ると、耐火材の膨張圧力が高まりやすく、耐火性が向上する。
　なお、粘度はレオメーターを用いて測定され、詳細は実施例に記載の方法により測定さ
れる。
【００４４】
＜クロロプレンゴム＞
　クロロプレンゴムは、耐火材における含有炭素の割合を低くし、耐火性を高める観点か
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ら、耐火材に含まれるゴムとして使用することが好ましい。
　クロロプレンゴムとしては、硫黄変性タイプ（Ｇタイプ）、非硫黄変性タイプ（Ｗタイ
プ）等も用いることができる。
　クロロプレンゴムの１００℃におけるムーニー粘度ＭＬ（１＋４）は、６０～１２０が
好ましく、７０～９０がより好ましく、８０～１００がさらに好ましい。１００℃におけ
るムーニー粘度ＭＬ（１＋４）が上記の範囲にあるクロロプレンゴムは、耐火材の膨張圧
力を高めやすい。
　なお、ムーニー粘度はＪＩＳ　Ｋ６３００に準拠して測定される。
　クロロプレンゴムを使用する場合、ゴムとしてクロロプレンゴムのみを使用してもよい
し、後述するようにクロロプレンゴムとクロロプレンゴム以外の他のゴムとを併用しても
よい。クロロプレンゴムを使用する場合、クロロプレンゴムの含有量はゴム全量基準で、
例えば１０質量％以上、より好ましくは２０質量％以上である。
【００４５】
　クロロプレンゴムを用いる場合において、熱膨張性黒鉛の含有量は、ゴム１００質量部
に対して、好ましくは２０～５００質量部であり、より好ましくは５０～３００質量部で
あり、さらに好ましくは８０～１５０質量部である。熱膨張性黒鉛の含有量がこれら下限
値以上であると、熱膨張性耐火材の膨張圧力を高めやすくなる。熱膨張性黒鉛の含有量が
これら上限値以下であると、形状保持性、加工性などが良好になる。
【００４６】
　クロロプレンゴムを用いる場合は、耐火材は、可塑剤を含有することが好ましい。可塑
剤としては、上記した液状可塑剤が特に制限なく用いることができるが、耐火材の成形性
を高める観点から、脂肪族エステル系可塑剤が好ましく、中でもエーテル結合を有する脂
肪族エステル系可塑剤がより好ましく、アジピン酸ジブトキシエトキシエチルがさらに好
ましい。アジピン酸ジブトキシエトキシエチルの市販品としては、例えば、（株）ＡＤＥ
ＫＡ製のアデカサイザーＲＳ－１０７等が該当し、アジピン酸エーテルエステル系と称さ
れる。
【００４７】
　可塑剤の含有量は、クロロプレンゴム１００質量部に対して、好ましくは１０～８０質
量部であり、より好ましくは２０～５０質量部である。可塑剤の含有量がこれら下限値以
上であると、耐火材の成形性が良好となり、可塑剤の含有量がこれら上限値以下であると
、膨張圧力を高めることができる。
【００４８】
　クロロプレンゴムを用いる場合、前述した可塑剤とともに、あるいは前述した可塑剤に
替えて、液状ゴムを併用することができる。液状ゴムとしては、常温（２５℃）で液状で
あれば特に限定されないが、液状イソプレンゴム、液状ブタジエンゴム、液状スチレンブ
タジエンゴム等を例示することができるが、成形性を向上させる観点から、液状スチレン
ブタジエンゴムが好ましい。
【００４９】
　クロロプレンゴムと液状ゴムとを併用する場合、液状ゴムの含有量は、クロロプレンゴ
ム１００質量部に対して、好ましくは５～５００質量部であり、より好ましくは１０～４
００質量部であり、更に好ましくは２０～３００質量部である。液状ゴムの含有量がこれ
ら下限値以上であると、耐火材の成形性が良好となり、液状ゴムの含有量がこれら上限値
以下であると、膨張圧力を高めることができる。
【００５０】
（難燃剤）
　本発明の耐火材は、難燃剤を含有することが好ましい。難燃剤を含有することにより、
耐火性が向上する。
　難燃剤としては、例えば、赤リン、トリフェニルホスフェート（リン酸トリフェニル）
、トリクレジルホスフェート、トリキシレニルホスフェート、クレジルジフェニルホスフ
ェート、及びキシレニルジフェニルホスフェート等の各種リン酸エステル、リン酸ナトリ
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ウム、リン酸カリウム、及びリン酸マグネシウム等のリン酸金属塩、亜リン酸ナトリウム
、亜リン酸カリウム、亜リン酸マグネシウム、亜リン酸アルミニウム等の亜リン酸金属塩
、ポリリン酸アンモニウム、エチレンジアミンリン酸塩等が挙げられる。難燃剤としては
、下記一般式（１）で表される化合物等も挙げられる。
【００５１】
【化１】

【００５２】
　前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ３は、同一又は異なって、水素、炭素数１～１６の直
鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は炭素数６～１６のアリール基を示す。Ｒ２は、水
酸基、炭素数１～１６の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、炭素数１～１６の直鎖状も
しくは分岐状のアルコキシル基、炭素数６～１６のアリール基、又は炭素数６～１６のア
リールオキシ基を示す。
【００５３】
　前記一般式（１）で表される化合物の具体例としては、メチルホスホン酸、メチルホス
ホン酸ジメチル、メチルホスホン酸ジエチル、エチルホスホン酸、ｎ－プロピルホスホン
酸、ｎ－ブチルホスホン酸、２－メチルプロピルホスホン酸、ｔ－ブチルホスホン酸、２
，３－ジメチル－ブチルホスホン酸、オクチルホスホン酸、フェニルホスホン酸、ジオク
チルフェニルホスホネート、ジメチルホスフィン酸、メチルエチルホスフィン酸、メチル
プロピルホスフィン酸、ジエチルホスフィン酸、ジオクチルホスフィン酸、フェニルホス
フィン酸、ジエチルフェニルホスフィン酸、ジフェニルホスフィン酸、ビス（４－メトキ
シフェニル）ホスフィン酸等が挙げられる。前記難燃剤は、単独でも、２種以上を組み合
わせて用いてもよい。
【００５４】
　本発明の難燃剤としては、ホウ素系化合物及び金属水酸化物を使用することもできる。
　ホウ素系化合物としては、ホウ酸亜鉛等が挙げられる。
　金属水酸化物としては、例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カ
ルシウム、及びハイドロタルサイト等が挙げられる。金属水酸化物を用いた場合、発火に
より生じた熱によって水が生成し、速やかに消火することができる。
【００５５】
　前記難燃剤の中でも、安全性やコスト等の観点からから、赤リン、トリフェニルホスフ
ェート（リン酸トリフェニル）等のリン酸エステル、亜リン酸アルミニウム、ポリリン酸
アンモニウム、エチレンジアミンリン酸塩及びホウ酸亜鉛が好ましい。中でも、亜リン酸
アルミニウム、エチレンジアミンリン酸塩及びポリリン酸アンモニウムがより好ましく、
亜リン酸アルミニウムがさらに好ましい。亜リン酸アルミニウムは、膨張性があるため、
これを含む耐火材は、膨張圧力が高まりやすく、より効果的に耐火性を向上させ易い。
【００５６】
　難燃剤の平均粒子径は、１～２００μｍが好ましく、１～６０μｍがより好ましく、３
～４０μｍがさらに好ましく、５～２０μｍがさらに好ましい。難燃剤の平均粒子径が上
記範囲内であると、耐火材における難燃剤の分散性が向上し、難燃剤をマトリックス樹脂
中に均一に分散させたり、マトリックス樹脂に対する難燃剤の配合量を多くしたりするこ
とができる。また、平均粒子径が上記範囲外となると、マトリックス樹脂中に難燃剤が分
散しにくくなり、マトリックス樹脂中に難燃剤を均一に分散させたり、多量に配合させた
りすることが難しくなる。
　なお、難燃剤の平均粒子径は、レーザー回折／散乱式粒度分布測定装置により測定した
メディアン径（Ｄ５０）の値である。
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【００５７】
　本発明の耐火材の難燃剤の含有量は、マトリックス樹脂１００質量部に対して、１５～
１０００質量部であることが好ましく、２０～３００質量部がより好ましく、３０～１０
０質量部が更に好ましい。難燃剤の含有量がこれら下限値以上であると、耐火材の耐火性
が向上する。また、難燃剤の含有量がこれら上限値以下であると、マトリックス樹脂中に
均一に分散しやすくなり、成形性などが優れたものとなる。
【００５８】
（無機充填剤）
　本発明の耐火材は、難燃剤及び熱膨張性黒鉛以外の無機充填剤を更に含有してもよい。
　難燃剤及び熱膨張性黒鉛以外の無機充填剤としては特に制限されず、例えば、アルミナ
、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、酸化鉄、酸化錫、酸化ア
ンチモン、フェライト等の金属酸化物、塩基性炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸
マグネシウム、炭酸亜鉛、炭酸ストロンチウム、及び炭酸バリウム等の金属炭酸塩、シリ
カ、珪藻土、ドーソナイト、硫酸バリウム、タルク、クレー、マイカ、モンモリロナイト
、ベントナイト、活性白土、セピオライト、イモゴライト、セリサイト、ガラス繊維、ガ
ラスビーズ、シリカ系バルーン、窒化アルミニウム、窒化ホウ素、窒化ケイ素、カーボン
ブラック、グラファイト、炭素繊維、炭素バルーン、木炭粉末、各種金属粉、チタン酸カ
リウム、硫酸マグネシウム、チタン酸ジルコン酸鉛、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カ
ルシウム、アルミニウムボレート、硫化モリブデン、炭化ケイ素、ステンレス繊維、各種
磁性粉、スラグ繊維、フライアッシュ、及び脱水汚泥等が挙げられる。これらの無機充填
剤は、単独でも、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００５９】
　膨張圧力を高める観点や成型性を高める観点から、無機充填材として、酸化鉄、炭酸カ
ルシウム、酸化マグネシウム、及び酸化亜鉛から選ばれる少なくとも１種を用いることが
好ましく、中でも酸化鉄及び炭酸カルシウムを併用することがより好ましい。特に、ゴム
としてクロロプレンゴムを用いた場合、前述した無機充填材を配合すると、これらの効果
がより顕著に発揮される。
【００６０】
　無機充填剤の平均粒子径は、０．５～１００μｍが好ましく、１～５０μｍがより好ま
しい。無機充填剤は、含有量が少ないときは分散性を向上させる観点から粒子径が小さい
ものが好ましく、含有量が多いときは高充填が進むにつれて、耐火材の粘度が高くなり成
形性が低下するため粒子径が大きいものが好ましい。
【００６１】
　本発明の耐火材が、難燃剤及び熱膨張性黒鉛以外の無機充填剤を含有する場合、その含
有量はマトリックス樹脂１００質量部に対して、好ましくは１０～３００質量部、より好
ましくは１０～２００質量部である。無機充填剤の含有量が前記範囲内であると、耐火材
の機械的物性を向上させることができる。
【００６２】
　本発明の耐火材は、本発明の目的が損なわれない範囲で、必要に応じて各種の添加成分
を含有させることができる。
　この添加成分の種類は特に限定されず、各種添加剤を用いることができる。このような
添加剤として、例えば、滑剤、収縮防止剤、結晶核剤、着色剤（顔料、染料等）、紫外線
吸収剤、酸化防止剤、老化防止剤、分散剤、ゲル化促進剤、充填剤、補強剤、難燃助剤、
帯電防止剤、界面活性剤、加硫剤、及び表面処理剤等が挙げられる。添加剤の添加量は成
形性等を損なわない範囲で適宜選択できる。添加剤は、単独でも、２種以上を組み合わせ
て用いてもよい。
【００６３】
　耐火材は、シート状であることが好ましく、その厚さは特に限定されないが、耐火性及
び取扱い性の観点から、０．２～１０ｍｍが好ましく、０．５～３．０ｍｍがより好まし
い。
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【００６４】
　上記したように、膨張圧力が３．０Ｎ／ｃｍ２以上である本発明の熱膨張性耐火材によ
れば、耐火性に優れる熱膨張性耐火材を提供することができる。さらに、以下の［１３］
～［１５］に記載の発明によっても、膨張倍率の高く、耐火性に優れる熱膨張性耐火材が
得られる。
［１３］エチレン－酢酸ビニル共重合体及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって、前
記エチレン－酢酸ビニル共重合体が、１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）が
、８．０ｇ／１０ｍｉｎ以下である低ＭＦＲ成分を含有する、熱膨張性耐火材。
［１４］エチレン－酢酸ビニル共重合体及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって、前
記エチレン－酢酸ビニル共重合体が、酢酸ビニル含量が２０質量％以上である、高Ｖａｃ
－ＥＶＡ成分を含有する、熱膨張性耐火材。
［１５］エチレン－酢酸ビニル共重合体及び熱膨張性黒鉛を含有する耐火材であって、さ
らに架橋剤を含有する、熱膨張性耐火材。
【００６５】
　なお、上記［１３］～［１５］に規定する各成分の詳細については、上記した通りであ
り、さらに［１３］～［１５］に規定していない任意の成分についても、上記したものが
特に制限なく使用することができる。
【００６６】
（耐火材の製造方法）
　本発明の耐火材は例えば下記のようにして製造することができる。
　まず、所定量の熱膨張性黒鉛、マトリックス樹脂、必要に応じて配合される可塑剤、難
燃剤、架橋剤、無機充填材、及びその他の成分を、混練ロールなどの混練機で混練して、
耐火性樹脂組成物を得る。
　次に、得られた耐火性樹脂組成物を、例えば、プレス成形、カレンダー成形、押出成形
等、公知の成形方法によりシート状などに成形することで耐火材を得ることができる。
　混練する際の温度及びシート状に成形する温度は、熱膨張性黒鉛の膨張開始温度未満で
あることが好ましく、架橋剤を配合する場合は、架橋剤が架橋し難い温度であることが好
ましい。そのため、混練する温度は、７０～１５０℃が好ましく、９０～１４０℃がより
好ましい。シート状に成形する温度は、８０～１３０℃が好ましく、９０～１２０℃がよ
り好ましい。
【００６７】
（耐火多層シート）
　本発明の耐火材は、他のシート部材や粘着層が積層され耐火多層シートを構成してもよ
い。耐火多層シートは、例えば、基材と、基材の片面又は両面に積層される耐火材とを備
える。
　上記耐火多層シートは、例えば、耐火性樹脂組成物を基材の上にシート状に成形して得
ることができる。
【００６８】
　また、耐火多層シートは、耐火材と粘着層を備えるものであってもよい。粘着層は、例
えば、耐火材の片面又は両面に積層されてもよい。
　さらに、耐火多層シートは、耐火材と、基材と、粘着層とを備えてもよい。そのような
耐火多層シートは、基材の一方の面に耐火材、他方の面に粘着層が設けられてもよいし、
基材の一方の面の上に、耐火材及び粘着層がこの順に設けられてもよい。粘着層は、例え
ば、離型紙に塗工した粘着剤を耐火多層シートに転写することで形成できる。
【００６９】
　以下、耐火多層シートの好ましい実施形態を用いて詳細に説明する。
　本発明の耐火多層シートは、基材と、前記基材の一方の面に設けられる耐火材と、前記
耐火材の前記基材が設けられた面と反対側の面に設けられる粘着層とセパレーターをこの
順で備える。
　図１は、本発明の耐火多層シートの一実施形態を示す。耐火材２が基材１の一方の面に
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設けられている。粘着層３が、耐火材２の基材１が設けられた面と反対側の面に設けられ
、更に、セパレーター４が、粘着層３の耐火材２が設けられた面と反対側の面に設けられ
ている。
【００７０】
［基材］
　本発明の耐火多層シートの基材は、例えば、織布、不織布、フィルムなどの形態であり
、これらは熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、エラストマー樹脂等により形成されるが、これ
らの中では熱可塑性樹脂により形成されることが好ましい。また、基材は、ガラス繊維、
セラミック繊維、セルロース繊維、ポリエステル繊維、炭素繊維、グラファイト繊維、熱
硬化性樹脂繊維等により形成されてもよい。
　基材の好ましい形態は、フィルムである。また、フィルムとして内部に空洞を有するフ
ィルムも好適に使用できる。
【００７１】
　熱可塑性樹脂の具体例は、ポリ塩化ビニル、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレ
ンテレフタレート等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ（１－ブテン
）、ポリペンテン等のポリオレフィン、ポリ酢酸ビニル、ポリスチレン、アクリル樹脂、
アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ）樹脂、ポリカーボネート、ポリアミ
ド、ポリフェニレンエーテル、ポリエーテルスルホン等である。
　前記した中では、耐火材との接着性の観点から、好ましい熱可塑性樹脂は、ポリ塩化ビ
ニル、ポリエチレンテレフタレート、ポリオレフィン、ポリ酢酸ビニルである。さらに、
難燃性の観点から、ポリ塩化ビニルがより好ましい。また、内部に空洞を有するポリエチ
レンテレフタレートフィルムも好ましい。
【００７２】
　熱硬化性樹脂の具体例は、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、不飽和ポリ
エステル、アルキド樹脂、尿素樹脂、ポリイミドである。
【００７３】
　エラストマー樹脂の具体例は、イソプレンゴム、ブタジエンゴム、１，２－ポリブタジ
エンゴム、スチレン－ブタジエンゴム、クロロプレンゴム、ニトリルゴム、ブチルゴム、
エチレン－プロピレンゴム、クルルスルホン化ポリエチレン、アクリルゴム、エピクロル
ヒドリンゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、ウレタンゴム、ポリイソブチレンゴム、塩
化ブチルゴムである。
　前記熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、エラストマー樹脂の１種又は２種以上が使用される
。
【００７４】
　基材の厚みは耐火多層シートの厚みの１～２０％である。基材の厚みが耐火多層シート
の厚みの１％未満であると、基材が耐火材を支持しきれず、破損するおそれがある。また
、基材の厚みが耐火多層シートの厚みの２０％を超えると、耐火多層シートが湾曲する際
、基材と耐火材の剥離と、基材への皺の発生が起き、耐火多層シートの外観が悪化するお
それがある。
【００７５】
　基材の厚さは、例えば１０～５００μｍであり、好ましくは２０～４５０μｍであり、
更に好ましくは３０～４００μｍである。基材の絶対的な厚さを下限値以上とすることで
、耐火材を支持する強度を基材に付与できる。また、上限値以下とすることで、基材の厚
さが必要以上に厚くなることを防止し、耐火多層シートがドアなどの建材として利用しや
すくなる。
【００７６】
　基材の引張伸びは、例えば５％以上であり、好ましくは１５％以上であり、更に好まし
くは３０％以上である。基材の引張伸びを下限値以上とすることで、耐火多層シートが湾
曲する際、耐火多層シートに生じる応力が小さくなり、基材と耐火材の剥離と基材への皺
の発生が防止される。基材の引張伸びは、耐火材の支持に求められる強度の観点から、例
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えば、１００％以下であり、好ましくは５０％以下である。
【００７７】
　基材と耐火材の接着強度は、例えば５Ｎ／１０ｍｍ以上であり、好ましくは２５Ｎ／１
０ｍｍ以上であり、更に好ましくは５０Ｎ／１０ｍｍ以上である。基材と耐火材の接着強
度を下限値以上とすることで、耐火多層シートが湾曲する際、基材と耐火材の剥離と基材
への皺の発生が防止される。基材と耐火材の接着強度を下限値以上とするには、例えば、
接着する際の加工温度を上げる、プレスするときの圧力を上昇させるなどが考えられる。
基材と耐火材の接着強度の上限は、例えば２００Ｎ／１０ｍｍであり、好ましくは１００
Ｎ／１０ｍｍである。
【００７８】
［耐火材］
　耐火材の厚さは、例えば、１０００～３０００μｍ、好ましくは１２００～３０００μ
ｍ、より好ましくは１４００～２７００μｍ、更に好ましくは１５００～２５００μｍで
ある。耐火材の厚さを下限値以上とすることで、耐火多層シートに適切な耐火性を容易に
付与できる。また、上限値以下とすることで、耐火材の厚さが必要以上に厚くなることを
防止し、ドア部材などの建材として利用しやすくなる。
【００７９】
［粘着層］
　本発明の耐火多層シートは、耐火材の基材が設けられた面と反対側の面に粘着層、セパ
レーターを順次備える。
　粘着層は、粘着剤により形成された層のみからなる単層（以下粘着剤層ともいう）でも
よいし、両面粘着テープ用基材の両表面に粘着剤層が設けられた両面粘着テープでもよい
が、粘着剤層からなること好ましい。なお、両面粘着テープは、その一方の粘着剤層が耐
火材又はセパレーターに貼り合わせられることで、粘着層を構成することになる。
　粘着剤層を構成する粘着剤は、特に制限されず、例えば、アクリル系粘着剤、ウレタン
系粘着剤、ゴム系粘着剤等が挙げられる。粘着層の厚みは、特に限定されないが、例えば
、１０～５００μｍ、好ましくは５０～２００μｍである。
　両面粘着テープ用基材としては、一般の両面粘着テープに用いられる基材であれば特に
制限されないが、例えば、不織布、和紙等の紙、天然繊維、合成繊維等からなる織布、ポ
リエステル、ポリオレフィン、軟質ポリ塩化ビニル、硬質ポリ塩化ビニル、アセテート等
からなる樹脂フィルム、フラットヤーンクロスなどが挙げられる。
【００８０】
［セパレーター］
　セパレーターは、例えば、セパレーター用基材と、セパレーター用基材の少なくとも一
方の面に設けられる離型層とを備えるものを使用する。離型層は、セパレーター用基材に
剥離処理を施すことで形成できる。セパレーターは、離型層が設けられた面が粘着層に接
触するように配置させるとよい。また、セパレーターは、セパレーター用基材の両面が剥
離処理されて、両面に離型層が設けられてもよい。
　離型層は、特に制限されないが、例えば、有機樹脂で構成される。有機樹脂は、シリコ
ーン樹脂ではないこと、シロキサン結合を有さないことが好ましい。有機樹脂としては、
剥離剤として公知のものを使用でき、例えば、フッ素系樹脂、長鎖アルキル含有樹脂、ア
ルキド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ゴム系エラストマーなどを使用できる。
　セパレーター用基材としては、樹脂フィルム、紙などを使用できる。樹脂フィルムは、
熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、又はエラストマー樹脂などから形成されるとよい。熱可塑
性樹脂、熱硬化性樹脂、又はエラストマー樹脂の具体例としては、樹脂フィルムで列挙さ
れたものを使用できるが、熱可塑性樹脂が好ましい。
【００８１】
　セパレーターの厚みは耐火多層シートの厚みの０．３～１０％である。セパレーターの
厚みが耐火多層シートの厚みの０．３％未満であると、セパレーターが破損するおそれが
ある。また、セパレーターの厚みが耐火多層シートの厚みの１０％を超えると、耐火多層
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シート湾曲する際、耐火材とセパレーターの剥離と、セパレーターへの皺の発生が起き、
耐火多層シートの外観が悪化するおそれがある。
【００８２】
　セパレーターの厚さは、例えば１～２００μｍであり、好ましくは２～１５０μｍであ
り、更に好ましくは５～１００μｍである。セパレーターの絶対的な厚さを下限値以上と
することで、破損しない強度をセパレーターに付与できる。また、上限値以下とすること
で、耐火多層シートが湾曲する際、耐火材とセパレーターの剥離と、セパレーターへの皺
の発生を防止できる。
【００８３】
　セパレーターの引張伸びは、例えば１％以上であり、好ましくは５％以上であり、より
好ましくは１０％以上であり、更に好ましくは１５％以上である。基材の引張伸びを下限
値以上とすることで、耐火多層シートが湾曲する際、耐火多層シートに生じる応力が小さ
くなり、耐火材とセパレーターの剥離とセパレーターへの皺の発生が防止される。セパレ
ーターの引張伸びは、セパレーターに求められる強度の観点から、例えば、２００％以下
であり、好ましくは１００％以下である。
【００８４】
　本発明では、上記粘着層とセパレーターに加えて、更に、粘着層とセパレーターが、基
材の耐火材が設けられた面と反対の面にこの順で設けられていてよい。図２は、その場合
の耐火多層シートの一実施形態を示す。耐火材２が基材１の一方の面に設けられている。
粘着層３が、耐火材２の基材１が設けられた面と反対側の面に設けられ、更に、セパレー
ター４が、粘着層３の耐火材２が設けられた面と反対側の面に設けられている。粘着層３
’が、基材１の耐火材２が設けられた面と反対の面に設けられ、更に、セパレーター４’
が、粘着層３’の基材１が設けられた面と反対側の面に設けられている。粘着層３’を構
成する粘着剤、粘着層３’の厚みは、粘着層３のものと同一であっても異なっていてもよ
いが、好ましくは同一である。また、セパレーター４’を構成する材料、セパレーター４
’の厚みも、セパレーター４のものと同一であっても異なっていてもよいが、好ましくは
同一である。なお、セパレーター４’の厚みは耐火多層シートの厚みの０．３～８％であ
る。
【００８５】
［耐火多層シートの製造方法］
　本発明の耐火多層シートの製造方法は、特定の製造方法に限定されない。本発明の耐火
多層シートの製造方法の一実施態様は、以下のとおりである。基材、耐火性樹脂組成物が
押出成形、カレンダー成形等により成形された耐火材、両面粘着テープ、セパレーターを
、それぞれローラーから繰り出して、この順で積層して熱プレスし、長尺の耐火多層シー
トをローラーに巻き取る。
　本発明の耐火多層シートの製造方法の別の一実施態様は、以下のとおりである。基材、
耐火性樹脂組成物が押出成形、カレンダー成形等により成形された耐火材、セパレーター
を、それぞれローラーから繰り出す。その際、耐火材又はセパレーターの片面に粘着剤を
塗布して粘着剤層を形成する。ついで、これらをこの順で積層して熱プレスし、長尺の耐
火多層シートをローラーに巻き取る。
　本発明の耐火多層シートの製造方法の更に別の一実施態様は、以下のとおりである。基
材、耐火性樹脂組成物が押出成形、カレンダー成形等により成形された耐火材、片面に粘
着剤層が設けられたセパレーターを、それぞれローラーから繰り出す。その際、セパレー
ターに設けられた粘着剤層は耐火材側に向いている。これらをこの順で積層して熱プレス
し、長尺の耐火多層シートをローラーに巻き取る。
　上記の実施態様のそれぞれにおいて、押出成形、カレンダー成形等によりフィルム状に
成形された耐火性樹脂組成物が基材上に積層されて得られる、基材と耐火材からなる積層
体が使用されてもよい。
【００８６】
　巻き取られた耐火多層シートは別の場所に移動され、耐火多層シートを平坦化して耐火
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多層シートの長さ方向に切り込みを入れる工程等の耐火多層シートへの後処理が施される
ことがある。これら一連の工程中に、耐火多層シートは、図３に示されるように、パイプ
状のパス５、５’を通過する。その際、パスにおける内外径差により応力が生じるが、本
発明の耐火多層シートの基材、セパレーターのそれぞれの剥離は防止され、基材、セパレ
ーターのそれぞれに皺が発生しにくく、耐火多層シートの外観の悪化が防止される。
【００８７】
　このようにして構成した耐火多層シートは、耐火多層シートが湾曲しても、基材、セパ
レーターのそれぞれの剥離と、基材、セパレーターのそれぞれへの皺の発生を防止するこ
とができる。
【００８８】
　本発明の耐火材は、及びこれを用いた耐火多層シートは、具体的には、一戸建住宅、集
合住宅、高層住宅、高層ビル、商業施設、公共施設等の各種の建具、自動車、電車などの
各種車両、船舶、航空機などに使用できるが、これらの中では建具に使用されることが好
ましい。建具としては、具体的には、壁、梁、柱、床、レンガ、屋根、板材、窓、障子、
扉、ドア、戸、ふすま、欄間、配線、配管などに使用することができるが、これらに限定
されない。本発明の耐火材は、及びこれを用いた耐火多層シートは、特に、窓、扉、ドア
などの建具の隙間に適用することで、火災等の際に炎が隙間を通過して侵入するのを防止
することができる。
【実施例】
【００８９】
　以下に実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されな
い。
【００９０】
［評価方法］
（Ｉ）膨張圧力
　以下の手順で、膨張圧力を測定した。
（１）各実施例、及び比較例の耐火材を所定のサイズとした（厚み１．８ｍｍ、幅２５ｍ
ｍ、長さ２５ｍｍ）
（２）ホットプレートと、ホットプレートの表面から１．２ｃｍ離れた位置にフォースゲ
ージ（マキタ社製、「ＺＴＡ－５００Ｎ」）を設置した。治具は直径１．６ｃｍ（面積２
ｃｍ２）のプレート状治具を用いた。
（３）ホットプレート表面を５００℃に加熱して、該ホットプレートの表面に上記シート
状の耐火材を置き、さらに耐火材の上にセラミック製の板（材質はケイ酸カルシウム、厚
さ２ｍｍ、幅３０ｍｍ、長さ３０ｍｍ）を配置した。
（４）上記耐火材をホットプレート上で、５００℃にて、２５０秒間加熱したときに、フ
ォースゲージで測定される最大の応力を、治具の面積で除した値を膨張圧力とした。
【００９１】
（ＩＩ）膨張倍率
　膨張倍率は、各実施例、及び比較例の耐火材を所定のサイズにした（厚み１．８ｍｍ、
幅２５ｍｍ、長さ２５ｍｍ）。該所定のサイズの耐火材をステンレス製の板（９８ｍｍ角
・厚み０．３ｍｍ）の底面に設置し、電気炉に供給し６００℃で３０分間加熱させた。加
熱後の耐火材の厚さを加熱前の耐火材の厚さで除することにより、膨張倍率を求めた。
【００９２】
（ＩＩＩ）耐火時間
　ケイ酸カルシウム板（日本インシュレーション社製）で作製したドアと、ドア枠とから
なる耐火時間評価用ドア部材を作製した。該耐火時間評価用ドア部材のドアの側面と、ド
ア枠とは１ｃｍの隙間が空いている。ドアの側面に、所定のサイズにした各実施例及び比
較例の耐火材（厚み１．８ｍｍ、幅２５ｍｍ、長さ１０００ｍｍ）を取り付けた。次いで
耐火炉にて、ＩＳＯ８３４の標準加熱曲線に従って加熱して、耐火材が剥がれ落ちるまで
の時間を測定した。剥がれ落ちるまでの時間が長いほど、耐火性に優れた耐火材である。
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以下の基準で評価した
Ａ：剥がれ落ちるまでの時間が９０分以上
Ｂ：剥がれ落ちるまでの時間が７５分以上９０分未満
Ｃ：剥がれ落ちるまでの時間が６０分以上７５分未満
Ｄ：剥がれ落ちるまでの時間が６０分未満
【００９３】
（ＩＶ）成形性
　ロールで混錬する際、硬すぎて流動しなかったり、柔らかすぎて流れやすくなり、形を
保つことが出来なかったりすると収率が悪化する。成形性は、投入した材料のうち、混錬
後シート状態で取り出せた収率で下記の通りで判定した。
Ａ：９０％以上
Ｂ：７０％以上９０％未満
Ｃ：５０％以上７０％未満
Ｄ：５０％未満
【００９４】
（Ｖ）粘度
　耐火材に含まれるポリ塩化ビニル系樹脂及び可塑剤を、各実施例、比較例における耐火
材中の配合比率で混合した混合物を１５０℃で混練した後、１３０℃でプレスすることに
より、厚み１．８ｍｍのシート状の試料を得た。その後そのシートを直径２０ｍｍの円状
に切り出し、３００℃における粘度をレオメーター（ＨＡＡＫＥ社製「ＭａｒｓIII」）
により下記条件で測定した。
　測定温度範囲：５０～４００℃
　昇温速度：１０℃／分
　ひずみ周波数：１０Ｈｚ
【００９５】
（ＶＩ）巻き取り時外観
　実施例及び比較例で作成した耐火多層シートをロールに巻き取った後、巻き取られた耐
火多層シートを平坦化して１ｍの試験片を切り出した。前記試験片の外観を、基材及びセ
パレーターに皺、剥がれを全く目視できない場合を「Ａ」、基材及びセパレーターに１～
５か所の皺、剥がれを目視できる場合を「Ｂ」、基材及びセパレーターに６～１０か所の
皺、剥がれを目視できる場合を「Ｃ」、基材及びセパレーターに１１か所以上の皺、剥が
れを目視できる場合を「Ｄ」と評価した。
【００９６】
（ＶＩＩ）基材、セパレーターの引張伸び
　引張伸びは、ＪＩＳ　Ｋ　７１１３に準拠してＡＵＴＯＧＲＡＰＨ（島津製作所製、Ａ
ＧＳ－Ｊ）を用い、引張速度２０ｍｍ／分で引張り、破断時の伸びを測定して求めた。
【００９７】
（ＶＩＩＩ）基材と耐火材の接着強度
　接着強度は、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準拠してＡＵＴＯＧＲＡＰＨ（島津製作所製、Ａ
ＧＳ－Ｊ）を用い、１８０℃ピール試験を引張速度１００ｍｍ／分の条件にて実施して測
定した。
【００９８】
　各実施例、比較例で使用した各種成分は以下のとおりである。
（熱可塑性樹脂）
１．エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）
・ＥＶＡ（１）　三井・ダウポリケミカル株式会社製「ＥＶ１８０」
　１９０℃におけるＭＦＲ：０．２ｇ／１０ｍｉｎ
　酢酸ビニル含量：３３質量％
・ＥＶＡ（２）　三井・ダウポリケミカル株式会社製「ＥＶ２６０」
　１９０℃におけるＭＦＲ：６．０ｇ／１０ｍｉｎ
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　酢酸ビニル含量：２８質量％
・ＥＶＡ（３）　三井・ダウポリケミカル株式会社製「Ｖ４２２」
　１９０℃におけるＭＦＲ：０．９ｇ／１０ｍｉｎ
　酢酸ビニル含量：２０質量％
・ＥＶＡ（４）　三井・ダウポリケミカル株式会社製「ＥＶ５５０」
　１９０℃におけるＭＦＲ：１５ｇ／１０ｍｉｎ
　酢酸ビニル含量：１４質量％
【００９９】
２．ポリ塩化ビニル樹脂
・ＰＶＣ（１）　信越化学工業株式会社製「ＴＫ１０００」
　平均重合度：１０００
・ＰＶＣ（２）　大洋塩ビ株式会社製「ＴＨ－５００」
　平均重合度：５００
【０１００】
３．ゴム
・クロロプレン１　東ソー株式会社製「スカイプレンＴＳＲ－５６」
　１００℃におけるムーニー粘度ＭＬ（１＋４）：７０
・クロロプレン２　東ソー株式会社製「スカイプレン６４０」
　１００℃におけるムーニー粘度ＭＬ（１＋４）：８５
・ＳＢＲ　ＪＳＲ株式会社製「ＪＳＲ１５００」
・ＮＢＲ　日本ゼオン社製「Ｎｉｐｏｌ１０４３」　
・ＢＲ　ＪＳＲ株式会社製「ＢＲ－０１」
【０１０１】
（熱膨張性黒鉛）
・熱膨張性黒鉛　ＡＤＴ社製「ＡＤＴ３５１」
　平均アスペクト比：２１．３
【０１０２】
（難燃剤）
・亜リン酸アルミニウム　太平化学産業株式会社製「ＡＰＡ１００」
・ポリリン酸アンモニウム　クラリアントケミカルズ社製「ＡＰ４２２」
・エチレンジアミンリン酸塩　ＡＭ－ＧＡＲＤ社製「ＡＭＧＡＲＤ　ＥＤＡＰ」
【０１０３】
（固形可塑剤）
・エチレン－酢酸ビニル－一酸化炭素共重合体　デュポン社製「エルバロイ７４２」
　エチレン含量６２質量％、酢酸ビニル含有量２８質量％、一酸化炭素共重合体含有量１
０質量％
【０１０４】
（液体可塑剤）
・ジイソデシルフタレート　株式会社ジェイ・プラス製「ＤＩＤＰ」
・アジピン酸エーテルエステル系　（株）ＡＤＥＫＡ製「アデカサイザーＲＳ－１０７」
【０１０５】
（架橋剤）
・ジクミルパーオキサイド　日本油脂株式会社製「パークミルＤ」
【０１０６】
（無機充填剤）
・炭酸カルシウム　備北粉化工業社製「ＢＦ３００」
　平均粒子径　８μｍ
・酸化鉄　チタン工業株式会社製
【０１０７】
（その他成分）
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加工助剤　三菱レーヨン社製「Ｐ５３０」
加工助剤　塩素化ポリエチレン　威海金弘社製「ＣＰＥ１３５Ａ」
加工助剤　水澤化学社製「スタビネックスＮＴ－２３１」
【０１０８】
（実施例１～１１、比較例１）
　表１に示す配合にて、熱可塑性樹脂、熱膨張性黒鉛、難燃剤、及び架橋剤をロールに投
入して、１２０℃で５分間混練して、耐火性樹脂組成物を得た。得られた耐火性樹脂組成
物を、１００℃で３分間プレス成形して、厚さ１．８ｍｍのシート状の耐火材を得た。評
価結果を表１に示した。
【０１０９】
【表１】

【０１１０】
（実施例１２～２０、比較例２）
　表２に示す配合にて、熱可塑性樹脂、熱膨張性黒鉛、可塑剤、難燃剤、無機充填剤、及
びその他成分をロールに投入して、１５０℃で１０分間混練して、耐火性樹脂組成物を得
た。得られた耐火性樹脂組成物を、１３０℃で３分間プレス成形して、厚さ１．８ｍｍの
シート状の耐火材を得た。評価結果を表２に示した。
【０１１１】
【表２】

【０１１２】
（実施例２１～３８、比較例３）
　表３及び表４に示す配合にて、ゴム、熱膨張性黒鉛、可塑剤、及び難燃剤をロールに投
入して、１５０℃で１０分間混練して、耐火性樹脂組成物を得た。得られた耐火性樹脂組
成物を、１５０℃で３分間プレス成形して、厚さ１．８ｍｍのシート状の耐火材を得た。
評価結果を表３及び表４に示した。
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【０１１３】
【表３】

【０１１４】
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【表４】

【０１１５】
　以上の実施例に示すように、マトリックス樹脂及び熱膨張性黒鉛を含有し、かつ膨張圧
力が一定値以上である耐火材は、耐火時間が長く、耐火性に優れることが分かった。
　これに対して、膨張圧力が一定値未満である、各比較例の耐火材は、耐火時間が短く、
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耐火性に劣ることが分かった。
【０１１６】
（実施例３９～４７）
　表１に示す実施例１の耐火材を形成するための耐火性樹脂組成物を、一軸押出機に供給
し、１５０℃で押出成形して、ロールから繰り出される、表５に示した基材上に積層する
ことで、表５に示した厚さの基材と耐火材を備える積層体を形成した。ついで、ロールか
ら繰り出される、表５に示したセパレーター上に厚さ１００μｍのアクリル系粘着剤層が
形成されている積層体と、基材と耐火材を備える前記積層体を、耐火材とアクリル系粘着
剤層が接するように積層して熱プレスし、作成された耐火多層シートをロールに巻き取り
、前記される各物性を評価、測定した。結果を表５に示す。
【０１１７】
【表５】

【０１１８】
　なお、表５中の基材、粘着層、及びセパレーターは以下のものを使用した。
［基材］
　ＰＶＣ１：ポリ塩化ビニルフィルム（厚み２００μｍ）、アキレス社製、片面コロナ処
理有り
　ＰＶＣ２：ポリ塩化ビニルフィルム（厚み２００μｍ）、日本カーバイド工業社製、コ
ロナ処理なし
　ＰＶＣ３：ポリ塩化ビニルフィルム（厚み５０μｍ）、日本カーバイド工業社製、コロ
ナ処理なし
　ＰＶＣ４：ポリ塩化ビニルフィルム（厚み３５０μｍ）、日本カーバイド工業社製、コ
ロナ処理なし
　ＰＥＴ１：ポリエチレンテレフタレートフィルム（厚み２００μｍ）、東洋紡社製クリ
スパー、コロナ処理なし
［粘着層］
　アクリル系粘着剤：綜研化学社製ＳＫダイン
［セパレーター］
　ＰＥＴ１：ポリエチレンテレフタレートフィルム（厚み２５μｍ）、東洋紡社製クリス
パー
　ＰＥＴ２：ポリエチレンテレフタレートフィルム（厚み１０μｍ）、東洋紡社製クリス
パー
　ＰＥＴ３：ポリエチレンテレフタレートフィルム（厚み２００μｍ）、東洋紡社製クリ
スパー
　ＰＰ１：ポリプロピレンフィルム（厚み３０μｍ）、フタムラ化学社製
　ＰＰ２：ポリプロピレンフィルム（厚み１２０μｍ）、フタムラ化学社製
　紙１：剥離紙（厚み５０μｍ）、住化加工紙社製スミリーズ
　上記全てのセパレーターとして、フッ素系樹脂離型剤により粘着層に接する面に離型処
理が行われているものを使用した。
【０１１９】
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　以上の各実施例に示すように、耐火多層シートは、基材と、基材の一方の面に設けられ
る耐火材と、耐火材の基材が設けられた面と反対側の面に設けられる粘着層とセパレータ
ーを備え、基材及びセパレーターの耐火多層シートに対する厚みが特定の範囲とされてい
る。耐火多層シートを湾曲しても、基材と耐火材の剥離、耐火材とセパレーターの剥離が
防止され、基材及びセパレーターに皺が発生しにくくなり、建材として使用可能な耐火多
層シートの外観が良好に維持された。
【符号の説明】
【０１２０】
１・・・基材、２・・・耐火材、３、３’・・・粘着層、４、４’・・・セパレーター、
５、５’・・・パス
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【図３】



(25) JP 6936402 B2 2021.9.15

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平１０－０９５８８７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１６－１６４２１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              欧州特許出願公開第０２７８４２６０（ＥＰ，Ａ１）　　
              特表平０３－５０３６５４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１９－１１９８５９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ａ６２Ｃ　　　２／００－９９／００
              Ｃ０８Ｋ　　　３／０４
              Ｃ０８Ｌ　　２１／００
              Ｃ０８Ｌ　　１１／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

